
札幌市 訪問介護等サービス提供体制確保支援事業 Q＆A 

【事業全般】 

（事業ごとの対象経費の例） 

１ 研修体制の構築の支援 

  ・ 研修等の受講費用 

  ・ 研修のカリキュラムを作成・見直しするための委託費用等 

２ 経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援 

  ・ 同行訪問に要した時間に応じて、30 分未満の場合は 2,500 円、30 分以上の場合は 4,000 円

の基準額を実支出額として算出する。 

※ 同行訪問が必要な回数は、経験年数の短いヘルパー1 人につき 30 回までとし、対象者ごとに事

業所が適切に判断するものとする。 

３ 経営改善の支援 

 ・ 事業所が個別に経営改善のためのコンサルタント事業者等へ委託するための経費 

 ・ 当該委託契約等の事務作業を行うための臨時職員を雇用するための経費 

 ４ 介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援 

  ・ 事業所が介護人材確保・利用者確保のために行うホームページの開設・改修に係る経費 

  ・ 広報宣材（リーフレット、チラシ等）の作成・印刷等の広報に要する経費 

  令和７年４月１日から令和７年 12月 31 日を対象としております。 

当該期間内であれば、申請以前に発生した経費も含みますが、「契約の締結・発注」「成果物の納品・

提供」「支払い」のすべてが当該期間内に完了した経費が対象です。期間外にこれらが行われた場合

は補助対象となりませんので、ご注意ください。 

例１ 「令和７年４月５日に申込し、令和７年５月５日に受講、令和７年６月１日に支払いをした

研修経費」は対象となります。 

例２ 「令和７年 12 月２日に発注し、令和７年 12月 31 日に納品され、令和８年 1月 10 日に支払

いをした広報用チラシ作成経費」は対象となりません。 

本補助金の申請は消費税込み、消費税抜きのどちらでも可能としておりますが、申請単位（法人単

位）でその扱いは統一してください。 

税込みで申請した場合は、免税事業者、簡易課税事業者、一般課税事業者のいずれの事業者も仕入

控除税額の市への報告が義務付けられております。また、補助金に係る仕入控除税額があることが確

定した場合には、その分の返還が必要となります。 

なお、税抜きで申請した場合は、いずれの課税区分事業者も報告等は必要ございません。 

Ｑ１ 事業ごとの対象経費の例を教えてほしい 

Ｑ２ 事業の対象期間はいつからいつまでか？ 

Ｑ３ 消費税の扱いについて教えてほしい 



消費税込み、消費税抜きの金額については領収書や請求書等の記載内容に基づいて判断します。ま

た、人件費には消費税は含まれませんのでご留意願います。 

申請につきましては事業者（法人）単位でお願いします。複数の事業所を経営している場合は、そ

れぞれの事業所分の計画書を添付し、申請や事業実施報告は事業者（法人）が実施していただきます

ようお願いいたします。 

 

  （必要添付書類） 

１ 研修体制の構築の支援 

 ・ 研修受講に要した経費の領収書等（写し） 

 ・ 研修カリキュラムの作成見直し等における領収書（写し）及び報告書等の実施結果が分かる書類

（写し） 

２ 経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援 

 ・ 同行訪問が行われた日の「経験年数が短い訪問介護員の名前」、「同行者名」及び「サービス提供

時間」が記録されたサービス提供記録（写し） 

３ 経営改善の支援 

・ 経営改善等を目的としたコンサルタント事業者等への委託経費の領収書（写し） 

 ・ 臨時職員の雇用日を証明できる雇用契約等（写し） 

   雇用した臨時職員への賃金の支払いを証明することができる補助対象期間中における賃金台帳等

（写し） 

４ 介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援 

 ・ 成果物（チラシ、完成したホームページのＵＲＬ等）が確認できるもの 

 ・ ホームページの開設・改修に係る経費や広報宣材の作成・印刷等の広報に要する経費の領収書

（写し） 

  交付決定額を超過する金額は補助対象として認められません。交付申請の金額に変更がある場合

は、必ず内容変更申請を行ってください。 

 

【研修体制の構築の支援】 

 事業所が自らの訪問介護職員等に対して実施する研修に要する経費、外部研修の参加に所要する経

費、いずれも補助対象となります。 

Ｑ５ 事業完了後に提出する実施報告書に添付する挙証書類について教えてほしい 

Ｑ７ 補助対象となる研修に定めはあるか？ 

Ｑ６ 実績報告時に札幌市からの交付決定額を超える金額を報告した場合、超えた金額についても

補助は認められるか？ 

Ｑ４ 申請はそれぞれの事業所で行うのか？事業者（法人）で行うのか？ 



 訪問介護員が受講する研修が原則ですが、訪問介護員以外が受講する研修においても、訪問介護等サ

ービスの担い手の確保につながる研修であれば対象となります。 

 

【経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援】 

 基本的には、訪問業務に従事した期間が１年未満である者をいうが、１年以上であっても長期間

（３年以上）訪問業務に従事していない期間があるなどの場合は補助対象とします。 

 

 現状では設けておりませんが、予算の執行状況や各事業所の申請の状況により、設定する場合があ

ります。 

 交付申請時点で被同行者及び同行者の氏名が不明の場合は、氏名の欄は空白でも構いません。見込

まれる同行回数のみ記入願います。 

 実施報告のときには、氏名が必要になりますので、ご注意ください。 

  補助対象となりません。 

同行支援とは、介護報酬上における訪問介護等業務の同行をいうものであり、運転等の単に移動の

みを目的とする同行や介護保険外サービスの動向は補助対象とはなりません。 

 

 

【経営改善の支援】 

  本件は経営基盤の強化及び経営状況の改善等のため、コンサルティング事業者等に委託契約を締結

し、指導等を受けるときに要する経費や、委託契約等の事務作業を行うための事務作業などを行うた

めの臨時職員を雇用するための経費を補助対象としております。 

コンサルティング事業者等に委託せず、自前で経営改善する場合は、補助対象となりません。 

Ｑ８ 「経験年数が短い」とは、具体的にどの程度の期間を指すのか 

Ｑ９ １事業所あたりの上限額はないのか？ 

Ｑ13 コンサルティング事業者等に委託せず、自前で経営改善を行うための従業員を雇用する場合

は対象となるか？ 

Ｑ10 交付申請時点ではまだ見込みで、被同行者の氏名までわからないがどうすればよいか 

Ｑ11 スキマバイトやスポットワークで雇用するヘルパーは対象となるのか 

Ｑ12 同行支援とはどのようなものをいうのか 



 補助対象となりません。 

   

【介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援】 

 補助対象となりません。 

  訪問介護員以外の募集や訪問介護等サービス以外の利用者確保を目的とする広報活動は、対象とな

りません。 

  補助対象となりますが、国、他自治体又は本市が実施するその他の補助を受けているものは補助対

象となりませんので、ご注意ください。 

 

Ｑ15 人材紹介会社への紹介料は補助対象となるか 

Ｑ16 訪問介護等サービスだけではなく、ほかのサービスの従業員や利用者の募集のためにホーム

ページの改修を行ってもよいか 

Ｑ14 コンサルティング事業者等への委託契約等の事務作業を行うための臨時職員を雇用する際の

人材紹介会社への紹介料は補助対象となるか 

Ｑ17 求人媒体への掲載料は補助対象となるか 


